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当社株式等の大規模買付行為等に関する対応策（買収防衛策）の非更新に関するお知らせ 

 

当社は、2020年６月 25日開催の当社第 68期定時株主総会（以下「本株主総会」といいます。）

において株主の皆様からの承認を受け、同日より発効（有効期限は 2023 年３月開催予定の当社第

71期定時株主総会の終結の時まで）しております「当社株式等の大規模買付行為等に関する対応策

（買収防衛策）」（以下「本プラン」といいます。）につきまして、その後の情勢変化等も勘案しつつ、

当社の企業価値の向上、ひいては株主共同の利益の最大化の観点から、その在り方について継続的

に検討して参りました。 

特に、本プランは、本株主総会において、新型コロナウイルス流行の影響を受けた社会・経済情

勢という特殊な状況下でその承認を認められたものであるところ、既に行動制限は解除され、新型

コロナウイルスも５類引下げが予定されております。検討の結果、当社は、2021年４月に公表いた

しました中期経営計画「Change & Co-Create 2024」を着実に実行することで当社の企業価値及び株

主共同の利益の最大化を図るとともに、有事導入型の対応方針の活用といった近時の動向、国内外

の機関投資家をはじめとする株主の皆様のご意見なども総合的に勘案し、本日開催の当社取締役会

において、本プランの有効期間が満了する本株主総会の終結の時をもって、本プランを更新しない

ことを決定しました。 

併せて、本株主総会の終結の時をもって、会社法施行規則第118条３号に定める「株式会社の財

務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針」を別紙のとおり改訂することを

決議いたしましたのでお知らせします。 

なお、当社は、本プランの廃止後も、特定の者又はグループが当社の発行済株式総数の20％以上

に相当する株式を取得すること等により（当該特定の者又はグループを以下「買収者等」といいま

す。）、当社の企業価値の源泉が中長期的に見て毀損されるおそれが存する場合など、当社の企業価

値向上又は株主共同の利益の最大化が妨げられるおそれが存する場合には、かかる買収者等は当社

の財務及び事業の方針の決定を支配するものとして不適切であるものとして、当社取締役会は、善

管注意義務を負う受託者の当然の責務として、法令及び当社の定款によって許容される限度におい

て場合により、当社の企業価値向上及び株主共同の利益の最大化のために相当の措置（いわゆる有

事導入型の対応方針の導入を含みます。）を講じます。 

以 上



別紙 
 

会社の支配に関する基本方針等 

 
 当社は、取締役会において、会社法施行規則第118条に定める「株式会社の財務及び事業の方針

の決定を支配する者の在り方に関する基本方針」（以下「基本方針」といいます。）について、次の

とおり決議しております。 
 
①基本方針の内容 
 当社は、「われわれは、社業の正しい営みを通し、国内産業ならびに国際貿易の発展に寄与し、併

せて人類社会の平和と幸福に貢献せんとするものである。」という経営理念（社是）のもと、最先端

の技術による電子・電気機器、電子部品を取扱うエレクトロニクス技術商社として、また環境に配

慮した工業薬品を製造するケミカルメーカーとして、時代のニーズに対応する商品やサービスの安

定提供に努め、適正な利潤を創出し、堅実かつ長期安定的な経営の実現を果たしてまいりました。 
 当社の特徴は、独立系商社として特定のメーカーの系列に属することなく、経営の独立性を確保

していることにあります。このことにより、仕入面に関しては、特定メーカーの商品に限定される

ことなく、国内外の幅広い商材の取扱いが可能となり、顧客の多様化するニーズに即した供給体制

を実現するとともに、顧客のニーズを専門メーカー等と共同して商品開発につなげることも可能と

しています。メーカーである仕入先と顧客をつなぐ商社として、人と人のつながりを大切にする当

社の社風は、創業から今日に至るまで仕入先、顧客との間で親密なネットワークを形成し、相互の

発展と良好な関係の構築に結実しております。 
 また、技術商社及びケミカルメーカーとして、付加価値の付与、顧客満足度の向上、市場競争力

のある製品開発には、電子・電気、化学分野の専門知識を有する人材が不可欠であり、必然的に従

業員が当社の経営資源の核となることから、当社はこれまでも優秀な人材の確保や継続的な育成に

時間と資金を惜しまない経営方針を貫いてまいりました。 
 企業としての社会貢献という高い志に基づく経営理念、仕入先との販売代理店契約による商権、

技術・ノウハウ、そして企業文化を共有し業務に精通した人材という有形・無形の財産が、当社の

企業価値を高め、財務の健全性をもたらし、長期安定的な配当と業績に応じた増配・自己株式取得

など積極的な利益還元を可能にしてまいりました。 
 当社のこれまでの企業経営の在り方や一般的に社会的評価の高い会社の企業行動から判断して、

当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方としては、当社を支える様々なステークホ

ルダーとの信頼関係を十分に理解した上で維持し、当社の企業価値向上及び株主共同の利益を中長

期的に確保し、最大化させる者でなければならないと考えております。したがって、当社の企業価

値及び株主共同の利益を毀損するおそれのある当社株式の不適切な大量買付行為又はこれに類する

行為を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として適当ではないと考えます。 
 
②基本方針の実現に資する取組み 
イ. 企業価値向上及び株主共同の利益の最大化に向けた取組み 
 当社は、エレクトロニクス分野とケミカル分野のコラボレーションを強化し、相乗効果を高める

とともに、それぞれの主要事業のバランスを重視し、安定した経営基盤を確立することを目指して

おります。 
 さらに一層の企業価値の向上を目指すため、各分野においては以下の戦略を着実に実行してまい

ります。 
■エレクトロニクス分野 
 ユーザーオリエンテッド（顧客視点）に立った営業を徹底し、コーディネーション機能を強化す

ることにより、付加価値の創造と、その極大化を図ります。そして各商材のターゲット市場におい

て重点顧客を完全攻略することにより、結果的に各商権での代理店ナンバーワンの地位を堅持して



まいります。 
■ケミカル分野 
 環境対策への関心の高まりを背景に、新たな需要を掘り起こし、社会のニーズにあった新製品を

提供してまいります。さらに、エレクトロニクス事業との相乗効果が期待できる新たな市場・顧客

の開拓を進めます。 
ロ. コーポレート・ガバナンスの強化 
 当社はコーポレート・ガバナンスの充実を経営の最重要課題と位置付け、内部統制システムの適

正な構築に努めるとともに、国際貢献を図る企業として、株主をはじめとするすべてのステークホ

ルダーの期待に応える企業経営を実現させるため、経営の適正性、遵法性、透明性を確保し、さら

なる企業価値の向上を図ることを基本方針としております。 
 また、当社は、コーポレート・ガバナンスの一層の充実を実現させるために、当期より監査等委

員会設置会社に移行いたしました。これに伴い、取締役の職務執行の監査等を担う監査等委員を取

締役会の構成員とすることにより、取締役会の監査・監督機能を更に強化しております。 
 
③基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防

止するための取組み 
 当社は、2020年６月25日開催の当社第68期定時株主総会（以下「本株主総会」といいます。）

において株主の皆様からの承認を受け、同日より発効（有効期限は2023年３月開催予定の当社第

71期定時株主総会の終結の時まで）しております「当社株式等の大規模買付行為等に関する対応策

（買収防衛策）」（以下「本プラン」といいます。）につきまして、その後の情勢変化等も勘案しつつ、

当社の企業価値の向上、ひいては株主共同の利益の最大化の観点から、その在り方について継続的

に検討して参りました。 
 特に、本プランは、本株主総会において、新型コロナウイルス流行の影響を受けた社会・経済情

勢という特殊な状況下でその承認を認められたものであるところ、既に行動制限は解除され、新型

コロナウイルスも５類引下げが予定されております。検討の結果、当社は、2021年４月に公表いた

しました中期経営計画「Change & Co-Create 2024」を着実に実行することで当社の企業価値及び

株主共同の利益の最大化を図るとともに、有事導入型の対応方針の活用といった近時の動向、国内

外の機関投資家をはじめとする株主の皆様のご意見なども総合的に勘案し、当社取締役会において、

本プランの有効期間が満了する本株主総会の終結の時をもって、本プランを更新しないことを決定

しました。 
 しかしながら、当社は、本プランの廃止後も、特定の者又はグループが当社の発行済株式総数の

20％以上に相当する株式を取得すること等により（当該特定の者又はグループを以下「買収者等」

といいます。）、当社の企業価値の源泉が中長期的に見て毀損されるおそれが存する場合など、当社

の企業価値向上又は株主共同の利益の最大化が妨げられるおそれが存する場合には、かかる買収者

等は当社の財務及び事業の方針の決定を支配するものとして不適切であるものとして、当社取締役

会は、善管注意義務を負う受託者の当然の責務として、法令及び当社の定款によって許容される限

度において場合により、当社の企業価値向上及び株主共同の利益の最大化のために相当の措置（い

わゆる有事導入型の対応方針の導入を含みます。）を講じます。 
以上 


